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略語表 
略語 英語 日本語 

ASEAN Association of South-East Asian Nations 東南アジア諸国連合 

FUV Fulbright University Vietnam フルブライト大学ベトナム校 

GDP Gross Domestic Product 国内総生産 

IMF International Monetory Fund 国際通貨基金 

ITSS IT Skill Standard IT スキル標準 

JAIF Japan-ASEAN Integration Fund 日・アセアン統合基金 

JCC Joint Coordination Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency  国際協力機構 

M/M Man/Month 人/月 

MOU Memorandum of Understanding 覚書 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

PDCA Plan-Do-Check-Act 計画-実行-評価-改善 

PDM Project Design Matrix 
プロジェクト・デザイン・マ

トリクス 

PO Plan of Operation 実施計画 

R&D Research and Development 研究・開発 

R/D Record of Discussion 討議議事録 

SDGs Sustainable Development Goals 持続可能な開発目標 

UN United Nations 国際連合（国連） 

VJU Vietnam-Japan University 日越大学 

VNU Vietnam National University, Hanoi ベトナム国立大学ハノイ校 
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事業事前評価表 
    国際協力機構 人間開発部 

高等・技術教育チーム 
１．案件名                       
国 名：ベトナム国    
案件名：日越大学教育・研究・運営能力向上プロジェクト 

Project for Enhancement of Education, Research and University 
Management Capacity at Vietnam-Japan University    

２．事業の背景と必要性                
（1）当該国における高等教育セクターの開発の現状・課題及び本事業の位置付

け 
ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」という。）は、ドイモイ（刷新）

政策の下、一人当り GDP は 2,548 ドル（IMF、2018）、2000 年代の平均実質

GDP 成長率は 7％以上を維持しているなど、着実な経済成長を遂げている（対

ベトナム社会主義共和国国別開発協力方針、2017）。ベトナムの労働人口は総人

口の約 60％を占め、豊富な若年労働力が外国直接投資誘致に際しての強みであ

る一方、これらの労働人口のうち、大学・職業訓練校等で一定の教育もしくは

訓練を受けた労働者の割合は約 30％に留まり、中間管理職や技術系管理者、熟

練労働者の不足が指摘されている。（JICA 国別分析ペーパー、2014） 
とりわけ大学においては、学生数の増加に対する教員数の不足、資機材・資

金不足による低い教育・研究レベル、労働市場の需要と学生の専攻分野の乖離

（自然科学系、工学系の学生不足）等の課題が顕在化しており、産業振興を担

う人材の育成が喫緊の課題となっている。（ベトナム国人材育成分野情報収集・

確認調査、2012、及び UN Educational, Scientific and Cultural Organization 
Institute for Statistic, 2014） 
ベトナム政府は人材育成戦略（2011-2020）及び人材育成マスタープラン

（2011-2020） を定め、産業の高度化に貢献可能な人材の育成を重視している。

また、2005 年に策定された高等教育改革アジェンダ（2006-2020）では、人材

育成を担う高等教育機関の量的拡大と質的向上（教育・研究能力と管理能力強

化）を目標に掲げている。（JICA 国別分析ペーパー、2014） 
 かかる状況下、ベトナム政府より、日本とベトナムの友好の象徴となる質の

高い大学創設につき協力の要請があり、ズン首相（2013 年 12 月）、サン国家主

席（2014 年 3 月）との日越首脳会談において、「日越大学（VJU: Vietnam Japan 
University）構想」の早期実現に向け両国政府が協力していくことが確認された。

これを受け、2016 年 9 月、ベトナム国家大学ハノイ校 （以下、「VNU-HN」と

いう。）のメンバー大学として、アジアや世界にも開かれた大学としてグローバ

ルに活躍できる人材を輩出していくというビジョンを基に VJU が開学した。 
国際協力機構（以下、「JICA」という。）は、2015 年 4 月より「日越大学修士

課程設立プロジェクト」を開始し、VJU の組織体制の整備や修士課程の開設を支
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援している。同協力を通じ、VJU は段階的に修士 8 プログラム 1を開講し、2019
年 7 月までに 130 名の修士取得者を輩出した 2。また、ISI／SCOPUS 論文が 60
件投稿されるなど教育・研究の成果も上がっている。加えて、本邦博士課程留学

に対する日本国政府奨学金、日 ASEAN 統合基金（JAIF）や日本企業からの奨学

金を受けているほか、VJU が開催するサマープログラム 3への本邦大学 11 校か

らの参加、イノベーティブアジア・パートナー校への認定等、JICA 以外との連

携も着実に増加している。 
他方、新設されたばかりの同大学が自立的に運営を行っていくためには、教

育・研究及び大学運営面を含め依然課題が残っている。教育・研究面については、

質の高い修士プログラムが運営されているものの、今後は常勤教員を増員したう

えで更に能力強化を行い、VJU により自立的に運営できるようになることが課題

である。また、大学としての教育・研究・運営基盤を強固にし、社会および産業

界の発展を牽引する人材を持続的に輩出していくために、修士課程に加え、学部

及び博士課程を開設することが期待されている。国内外の他の高等教育機関、研

究機関および産業界との連携については、共同研究、競争的研究資金の更なる活

用および促進が必要である。加えて、大学運営面においても、学長室会議を中心

とする執行部体制の確立、定款の制定、理事会の発足等、基本的な組織体制は整

備されてきているものの、学生の確保や外部資金の獲得等の計画をもった財務基

盤の確立や教員・職員配置計画、研修計画等の人材育成の強化等取り組むことが

求められている。 
以上を踏まえ、「日越大学教育・研究・運営能力向上プロジェクト」（以下、「本

事業」という。）は、VJU による自立的な修士課程の運営を実現するとともに、

学部から大学院にいたる一貫した質の高い教育・研究・運営の基盤を確立する

ことを目的として実施する。本事業では、特に学術的・財務的自立の促進を重

視し、本邦大学との持続的な協力関係の構築、人員体制・教育研究体制の強化、

日本及びベトナムの産業界との連携強化や自己収入源の拡大による財務基盤の

強化等を図っていく。 
 
（2）高等教育セクターに対する我が国及び JICA の協力方針等と本事業の位置

付け 
 本事業は、我が国の対ベトナム国国別開発協力方針（2017 年 12 月）の重点

分野「成長と競争力強化」の一部をなす「産業開発・人材育成支援」に位置付

けられるほか、JICA 国別分析ペーパー（2014 年 3 月）でも、高等教育機関へ

の支援や高度人材育成を今後の協力分野として掲げており、本事業はこれら方

                                                   
1 開学と同時に 6 つの修士課程（地域研究、企業管理、公共政策、社会基盤、環境工学、ナノテクノロジ

ー）を開講。2018 年に「気候変動と開発」、2019 年に「グローバルリーダーシップ」を追加。 
2 第一期修了生 58 名中、8 名が本邦大学博士後期課程に進学。4 名が日本企業、8 名が在ベトナム日系企

業に就職。ベトナム企業等を含め就職率 92％。第二期修了生 72 名中、6 名が本邦大学博士後期課程に進

学。11 名が在ベトナム日系企業に就職。ベトナム企業等を含め就職率 75％。（2019 年 9 月時点） 
3 世界最大級の査読済み文献抄録・引用データベース。 
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針・分析に合致する。 
また、持続的な開発目標（SDGs）の目標 4、8、94に貢献する案件として位

置づけられる。 
  
（3）他の援助機関の対応  
 国際水準のモデル大学設置の一環として、アジア開発銀行とフランス政府が

ハノイ科学技術大学を、世界銀行とドイツ政府がビンズオン越独大学への支援

を実施中である。また、アメリカ政府はハーバード大学ケネディスクールとの

連携のもと、フルブライト大学ベトナム校（FUV）への支援を実施中である。 
 
３．事業概要                       
（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 
本事業は、VJU の教育・研究ならびに運営能力を強化することにより、学部

から大学院にいたる一貫した質の高い教育・研究・運営の基盤を確立すること

を図り、もってベトナムおよび東南アジア地域の社会および産業界の発展を牽

引する人材の輩出に寄与する。 
 
（2）プロジェクトサイト/対象地域名 ：ハノイ 
 
（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

直接受益者：VJU の学生および教員 
最終受益者：在ベトナムの民間企業、大学、中央・地方政府  
 

（4）総事業費（日本側）：約 38 億円  
 
（5）事業実施期間： 2020 年 4 月～2025 年 3 月（5 年間） 
 
（6）事業実施体制：日越大学（VJU） 
 
（7）投入（インプット）   

1）日本側  
①専門家派遣（合計約 1,020M/M） 
②幹事大学との業務委託契約（カリキュラム開発費用を含む） 
③研修員受け入れ（VJU 教職員向け技術研修及び学生向け短期研修） 
④教育・研究活動に必要な機械・設備（実験用施設改修を含む）       

                                                   
4 目標 4：すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する 
目標 8：包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間

らしい雇用を促進する 
目標 9：強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーション

の推進を図る 
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 2）ベトナム側      
①カウンターパートの配置 
②日本人専門家のための執務室の提供 
③機械・設備の更新、スペアパーツの提供（日本側投入分を除く） 
④大学運営経費（VJU 教職員給与、プログラム運営費用等） 
⑤その他プロジェクト運営に必要な経費（日本側投入機材・設備の運用・

メンテナンス等に必要な経費等） 
     

（8）他援助機関等の援助活動  
1）我が国の援助活動 
ベトナムの高等教育セクターにおいて、JICA はこれまで「高等教育支援

事業（IT セクター）」（円借款：2006～2014 年）、「ハノイ工科大学 ITSS 教

育能力強化プロジェクト」（技術協力：2006～2012 年）、「ハノイ農業大学

強化計画」（技術協力：1998 年～2004 年）、「ハノイ工業大学技術者育成支

援プロジェクト」（技術協力：2010 年～2013 年）、「ハノイ工業大学指導者

育成機能強化プロジェクト」（技術協力：2013 年～2016 年）等を通じて人

材育成に係る支援を実施したほか、「アセアン工学系高等教育ネットワーク

プロジェクト」（技術協力：2003～2023 年）において、工学系トップ大学

であるハノイ科学技術大学とホーチミン市工科大学に対し、研究能力強化

や産学連携促進のための支援を実施している。このほか、国際水準のモデ

ル大学を全国に 4 校以上設置するとのベトナム側施策を踏まえ、その 1 校

であるカントー大学に対し、「カントー大学強化事業」（円借款：2015 年～

2022 年、有償附帯技術協力：2015 年～2021 年）により研究・教育能力強

化の支援を実施している。 
2）他援助機関等の援助活動  

   2．(3)参照。 
 
（9）環境社会配慮・横断的事項・ジェンダー分類   

 1）環境社会配慮     
① カテゴリ分類：C    
② カテゴリ分類の根拠：本プロジェクトは、環境社会配慮ガイドライン

上、環境への望ましくない影響は最小限であると判断されるため。 
 2）横断的事項 

現時点では、貧困分類を判断しうる情報が確認できないことから「分類未

定（追加情報要）」とする。 
 3）ジェンダー分類：GI（ジェンダー主流化ニーズ調査・分析案件）  
＜活動内容/分類理由＞詳細計画策定調査にて女子学生比率やジェンダー主流

化ニーズが調査されたものの、ジェンダー平等や女性のエンパワメントに資す

る具体的な取組を実施するには至らなかったため。  
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（10）その他特記事項 
 1）安全管理 

ハノイ首都圏、並びに VJU 周辺地域の危険度は必ずしも高くはないが安全

管理には十分留意する。調査団や長期・短期専門家、業務委託契約従事者が

現地渡航する際は、事前に安全管理関連情報を人間開発部・JICA ベトナム事

務所・プロジェクトチームに連絡するとともに、安全管理研修（Web 版）の

受講、外務省「たびレジ」の事前登録、JICA ベトナム事務所からの安全情報

収集を必須とする。 
2）日越大学構想 
 日本政府が推進する「日越大学構想」については、官邸主導で「日越大学

構想の推進に関する関係省庁会議」等にて方向性を検討しているところ、日

本政府と協力・調整しながら本事業を実施していく。 
 3）学部・大学院支援 

学部及び博士課程開設支援については、日本政府がその実施可否について

検討しているところ、同支援開始の可否及び時期に関し日本政府と調整が必

要。 
4）自己収入の確保 
自己収入源の確保に向け、今後各種研修の実施（日本語教員、現地日本人

駐在者）、受託研究の実施を促進していく。 
 

４．協力の枠組み                   
（1）協力概要     
 1）上位目標：VJU が輩出する高度人材がベトナムおよび東南アジア地域の社

会および産業界の発展に貢献する。 
指標及び目標値：（目標値はベースライン調査結果を踏まえ設定） 

・ 関連分野の企業・教育研究機関・行政機関に輩出した修了生・

卒業生数 
・ 修了生・卒業生および VJU に対する企業・教育研究機関・行

政機関等からの評価 
2）プロジェクト目標：VJU が自立的に修士課程を運営するとともに、学部か

ら大学院にいたる一貫した質の高い教育・研究・運営

の基盤を確立する。 
 指標及び目標値：（目標値はベースライン調査結果を踏まえ設定） 

・留学生を含む学生受入人数及びその修了・卒業率 
・修了生・卒業生の卒後 1 年以内の関連分野の企業・教育研究機関・

行政機関への就職率・進学率 
・教員一人当たりの学術誌への論文掲載数と学会への発表数 

・本邦大学や研究機関、ベトナム国内の他大学、ASEAN 域内大学
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との共同研究の数 
・ 民間企業からの研究委託件数 
・競争的研究資金の獲得件数 
・大学運営管理における計画立案、実施、評価を行う PDCA サイ

クルの確立 
3）成果  

成果 1：VJU が自立的に修士課程を運営し、学部および博士課程を開設する。 
成果 2：VJU が質の高い研究を持続的に実施できるようになる。 
成果 3：ベトナム国内外の高等教育機関や産業界との連携が強化される。 
成果 4：VJU の運営管理能力が強化される。 

 
５．前提条件・外部条件                       
（1）前提条件   

・ベトナム政府およびベトナム国家大学ハノイ校により、プロジェクト実

施に必要な予算が確保される。 
 

（2）外部条件 
 ・VJU 教員の多くが離職しない。 
 ・ハノイの治安、ベトナムの経済状況が急激に悪化しない。  

  
６．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                
大学新設案件である技術協力「エジプト日本科学技術大学設立プロジェクト 

TC1（2008 年～2014 年）」においては、各専攻につき一つの本邦大学が専攻幹

事大学となり、専攻運営に責任を持って担当した。この手法は効率的・効果的

な支援体制とされた一方、学生の研究内容や相手国のニーズに即した教育内容

の提供のためには、専攻幹事大学のみのリソースにとどまらず他大学からの支

援、各本邦大学が自前予算で実施する事業（共同研究等）、産業界からの奨学

金、共同研究等連携した支援を行うことが肝要であると提言されている。 
 本事業の TC1 では、プログラム毎の調整役としての幹事大学を本邦大学の中

から定めつつ、VNU-HN やベトナムの他大学との連携関係がある本邦大学の参

画も得る形で協力を実施した。フェーズ 2 では、シンポジウムや学会等の場で

VJU の研究成果を積極的に発信し、ベトナム国内や本邦の他大学・研究機関と

共同研究を実施することを促進する。 
 

７．評価結果                              
本事業は、当国の開発課題・開発政策並びに我が国及び JICA の協力方針・分

析に合致し、VJU の教育・研究能力、大学運営能力の向上を通じてベトナム国

の持続的な高度人材の育成・社会および産業界の発展に資するものであり、

SDGs ゴール 9「強靭なインフラの構築、包摂的で持続可能な工業化の促進とイ
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ノベーションの育成」に貢献すると考えられることから、事業の実施を支援す

る必要性は高い。  
           
８．今後の評価計画                                  
（1）今後の評価に用いる主な指標      

4．のとおり。   
（2）今後の評価スケジュール   

事業開始 6 カ月以内 ベースライン調査 
事業終了 5 年後  事後評価   
 

以上 
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第１章 調査の概要 

１－１ 調査の背景と目的 
ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」）は、ドイモイ（刷新）政策の下、一人当り GDP

は 2,548 ドル（IMF、2018）、2000 年代の平均実質 GDP 成長率は 7％以上を維持しているなど、

着実な経済成長を遂げている。（対ベトナム社会主義共和国国別開発協力方針、2017）ベトナム

の労働人口は総人口の約 60％を占め、豊富な若年労働力が外国直接投資誘致に際しての強みで

ある一方、これらの労働人口のうち、大学・職業訓練等で一定の訓練を受けた労働者は約 30％

と低く、中間管理職や技術系管理者、熟練労働者の不足が指摘されている。（JICA 国別分析ペー

パー、2014） 

とりわけ大学においては、学生数の増加に対する教員数の不足、資機材・資金不足による低い

教育・研究レベル、労働市場の需要と学生の専攻分野の乖離（自然科学、工学系の学生不足）等

の課題が顕在化しており、産業の高度化を担う人材の育成が喫緊の課題となっている。（ベトナ

ム国人材育成分野情報収集・確認調査、2012、及び UN Educational, Scientific and Cultural 

Organization Institute for Statistic, 2014） 

ベトナム政府は人材育成戦略（2011-2020）及び人材育成マスタープラン（2011-2020） を定

め、産業の高度化に貢献可能な人材の育成を重視している。また、2005 年に策定された高等教

育改革アジェンダ（2006-2020） では、人材育成を担う高等教育機関の量的拡大と質的向上（教

育・研究能力と管理能力強化）を目標に掲げている。（JICA 国別分析ペーパー、2014） 

 かかる状況下、ベトナム政府より、日本とベトナムの友好の象徴となる質の高い大学創設につ

き期待が寄せられ、ズン首相（2013 年 12 月）、サン国家主席（2014 年 3 月）との日越首脳会

談において、「日越大学（VJU: Vietnam Japan University）構想」の早期実現に向け両国政府が

協力していくことが確認された。これを受け、VJU 開設の第一段階の支援として、JICA は、技

術協力プロジェクト「日越大学修士課程設立プロジェクト」（以下、「TC1」という）を 2015 年

4 月から 5 年間の予定で開始し、2016 年 9 月、ベトナム国家大学ハノイ校 （以下、「VNU」）の

メンバー大学として、アジアや世界にも開かれた大学としてグローバルに活躍できる人材を輩出

していくというビジョンを基に VJU が開学した。 

 VJU では、TC1 を通じ、修士 9 プログラム 5を開講し、130 名の修士取得者を輩出し、第 1

期生については 90％を超える学生が進学もしくは就職 6しており、第 2 期生の就職・進学状況

は、70％以上が就職（現職復帰を含む）・進学 7が決まり、その他 19％が就職活動中、7％が進

                                                   
5 開学と同時に 6 つの修士課程（地域研究、企業管理、公共政策、社会基盤、環境工学、ナノテクノロジ

ー）及び共通プログラム（日本語教育）を開講。2018 年に「気候変動・開発」、2019 年に「グローバルリ

ーダーシップ」をを開講。 
6 就職 34 名、現職復帰 9 名、進学 10 名（日本留学 8 名、韓国留学 1 名、台湾留学 1 名）（2020 年 3 月現

在）。 
7 就職 23 名、現職復帰 11 名、採用内定 8 名、起業・自営 4 名、進学 7 名（日本留学 6 名、カナダ留学 1
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学検討中である。また、ISI／SCOPUS8論文が 60 件投稿されるなど教育・研究の成果も挙がっ

ているほか、本邦博士課程留学に対する日本国政府奨学金、日 ASEAN 統合基金（JAIF）からの

奨学金、日本企業からの奨学金、サマープログラム 9にのべ 11 校からの参加、イノベーティブ

アジア・パートナー校への認定等、JICA 以外の支援も着実に増加している。 

これまでの技術協力を通じ、学長室会議を中心とする執行部体制の確立、定款の制定、理事会

の発足等、基本的な組織体制は整備されてきているものの同大学の自立的な運営を実現するには、

財政基盤の確立や教育・研究実施体制の強化が依然として必要であり、2018 年 11 月に同大学の

自立的な運営を支援するため、本技術協力「日越大学教育・研究・運営能力向上プロジェクト」

がベトナム政府より要請された。 

 

１－２ 調査団構成 

本邦から派遣された調査団の構成は次の通り。各協議には同調査団とともに現行プロジェクト

の日本人専門家及びベトナム事務所が同席した。 

 

氏名 担当分野 所属・役職 

梅宮直樹 総括・団長 JICA 人間開発部 次長 

三浦佳子 高等教育 JICA 人間開発部高等・技術教育チーム 課長 

井上数馬 協力企画１ JICA 人間開発部高等・技術教育チーム主任調査役 

高梨 薫 協力企画２ JICA 人間開発部高等・技術教育チームジュニア専門員 

薗田 元 評価分析 (株) ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ･21 ｼﾞｬﾊﾟﾝ シニア・コンサルタント 
 
 
１－３ 調査日程 

本詳細計画策定調査は先行案件である「日越大学修士課程設立プロジェクト」終了時評価調査

と同時に実施された。調査団の派遣期間は 2019 年 8 月 8 日（木）～8 月 21 日（水）、調査日程

の詳細は次の通り。 

 

8 月 8 日 木 ＜評価分析団員の到着＞ 
・専門家チームとの打ち合わせ 
・VJU 副学長（教学担当）へのヒアリング 

8 月 9 日 金 ・専門家へのヒアリング 
・VJU 副学長（総務担当）へのヒアリング 
・VJU 総務部長へのヒアリング 

8 月 10 日 土 ・資料整理、報告書作成 

                                                                                                                                                     
名）（2020 年 3 月現在）。 
8 世界最大級の査読済み文献抄録・引用データベース。 
9 日越大学が実施する「ベトナム文化体験・交流プログラム（サマープログラム）」。 
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8 月 11 日 日 ・資料整理、報告書作成 
8 月 12 日 月 ・専門家へのヒアリング 

・VJU プログラム・ダイレクターへのヒアリング 
・VJU 学生へのグループ・インタビュー 

8 月 13 日 火 ・VJU プログラム・ダイレクターへのヒアリング 
・VJU 学長へのヒアリング 
・VJU 教務副部長へのヒアリング 

8 月 14 日 水 ・専門家へのヒアリング 
・MSIG Insurance (Vietnam) Co., Ltd.（修了生就職先）へのヒアリング 

8 月 15 日 木 ・VJU 計画財務部長へのヒアリング 
・VJU プログラム・ダイレクターへのヒアリング 
＜高等教育、協力企画１、協力企画２団員の到着＞ 
・団内打合せ 
・専門家との打ち合わせ 

8 月 16 日 金 ・詳細計画についての協議 
8 月 17 日 土 ・詳細計画についての協議 

・資料整理、報告書作成 
8 月 18 日 日 ＜総括・団長の到着＞ 

・団内打合せ 
8 月 19 日 月 ・詳細計画についての協議 
8 月 20 日 火 ・詳細計画についての協議 

・VNU との協議 
・詳細計画についてのミニッツ署名 

8 月 21 日 水 ・JICA ベトナム事務所、大使館への報告 
＜全団員の出発＞ 

 
１－４ 主要面談者（敬称略） 
 

JICA 専門家 
Chief Advisor 
Project Coordinator of TC Project 
Program Development Principal Coordinator 

 
Masato Kumagai 
Koji Asada 
Masashi Yamaguchi 
 

VJU 教官・職員 
Rector (JICA Expert) 
Standing Vice Rector 
Vice Rector 
Chief of Administrative Dept. 
Vice Chief of Academic Affaires, R&D Promotion 

Dept. 
Chief of Planning and Finance Dept. 
Program Director, Area Studies 
Lecturer, Business Administration 
Program Director, Nano-technology 
Program Director, Environment Technology 
Program Director, Global Leadership 
Program Director, Infrastructure Engineering 
Program Director, Public Policy 

 
Prof.Dr. Motoo Furuta 
Assoc. Prof. Dr. Vu Anh Dung 
Dr. Nguyen Hoang Oanh 
Mr. Ho Nhu Hai 
Dinh Quang Hung 
 
Ms. Nguyen Thu Phuong 
Prof. DrSc. Vu Minh Giang 
Dr. Yoshifumi Hino 
Prof. DrSc. Nguyen Hoang Luong 
Assoc.Prof.Dr. Cao The Ha 
Prof.Dr. Pham Hong Tung 
Prof. Nguyen Dinh Duc 
Dr. Nguyen Thuy Anh 
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Program Director, Climate Change and 
Development 

 

Prof.Dr. Mai Trong Nhuan 
 

卒業生就職先 
Deputy General Director of MSIG Insurance 
(Vietnam) Co., Ltd. 

 
Minoru Nakamura 
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第２章 プロジェクトの基本計画 

２－１ プロジェクトの概要 

 本プロジェクトの概要は以下のとおりである。（PDM については、付属資料 2 参照） 

 

（１）案件名 

和名：日越大学教育・研究・運営能力向上プロジェクト 

英名：Project for Enhancement of Education, Research and University Management Capacity at 

Vietnam-Japan University 

 

（２）相手国側実施機関  

日越大学 

 

（３）プロジェクトサイト/対象地域名  

ベトナム社会主義共和国 ハノイ 

 

（４）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

直接受益者：VJU の学生、教員 

最終受益者：在ベトナムの民間企業、大学、中央・地方政府 

 

（５）事業実施期間  

2020 年 4 月～2025 年 3 月（5 年間） 

 

（６）総事業費（日本側） 

約 38 億円 

 

（７）投入（インプット）    

《日本側》  

①専門家派遣（合計約 1,020M/M） 

②幹事大学との業務委託契約（カリキュラム開発費用を含む） 

③研修員受け入れ（VJU 教職員向け技術研修及び学生向け短期研修） 

④教育・研究活動に必要な機械・設備（実験用施設改修を含む）       

《ベトナム側》 

①カウンターパートの配置 
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②日本人専門家のための執務室の提供 

③機械・設備の更新、スペアパーツの提供（日本側投入分を除く） 

④大学運営経費（VJU 教職員給与、プログラム運営費用等） 

⑤その他プロジェクト運営に必要な経費（専門家等のベトナム国内の移動費、日本側投入

機材・設備の運用・メンテナンス等に必要な経費等） 

 

２－２ プロジェクトの実施体制 

本プロジェクトの実施機関は VJU であり、同大学の学長は前プロジェクト「日越大学修士課

程設立プロジェクト（2015 年 4 月から 2020 年 3 月）」から引き続きプロジェクト専門家が務め

る予定。プロジェクトマネジャーは VJU 副学長(教務担当)が務める。本プロジェクトの実施体

制は図 1 のとおりである。 

 

 

図 1：プロジェクト実施体制 

出所：調査団作成 

 

JICA 

Joint Coordinating 
Committee 

(JCC) 

ベトナム国家大学

ハノイ校 (VNU) 

 日越大学(VJU) 
Project Director 

JICA 
 専門家チーム 

Functional 
Departments 

Directing, approval relation 
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２－３ 支援体制 

日本側支援体制は図 2 のとおり、TC1 の支援体制を引き継ぐ予定。本邦 7 大学（東京大学、

大阪大学、筑波大学、横浜国立大学、茨城大学、早稲田大学、立命館大学）も、TC1 から引き

続き、幹事大学として、日越大学の修士課程 9 プログラム（地域研究、企業管理、ナノテクノ

ロジー、環境工学、社会基盤、公共政策、（共通プログラム）日本語教育）を支援行うする予定。 

 

 

図２ 日越大学 日本側支援体制 

出所：JICA 
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２－４ プロジェクトの枠組み 

２－４－１ プロジェクト目標 
プロジェクト目標：VJU が自立的に修士課程を運営するとともに、学部から大学院にいたる

一貫した質の高い教育・研究・運営の基盤を確立する。 

【指標】（目標値はベースライン調査結果を踏まえ設定） 

・留学生を含む学生受入人数及びその修了・卒業率 

・修了生・卒業生の卒後 1年以内の関連分野の企業・教育研究機関・行政機関への就職率・

進学率 

・教員一人当たりの学術誌への論文掲載数と学会への発表数 

・本邦大学や研究機関、ベトナム国内の他大学、ASEAN域内大学との共同研究の数 

・ 民間企業からの研究委託件数 

・競争的研究資金の獲得件数 

・大学運営管理における計画立案、実施、評価を行う PDCAサイクルの確立 

 
 

プロジェクト目標は、「VJU が自立的に修士課程を運営するとともに、学部から大学院にいた

る一貫した質の高い教育・研究・運営の基盤を確立する」ことであり、TC1 により設立された

VJU の組織・人員・財務の基盤をさらに強化することを目指す。学部開設の支援については日

本政府により承認され次第、実施を予定。修士課程については JICA の継続的な協力がなくても

VJU が「自立的」に運営できるようになることが期待される。 

 

２－４－２ 上位目標 
上位目標：VJU が輩出する高度人材がベトナムおよび東南アジア地域の社会および産業界の発

展に貢献する。 

【指標】（目標値はベースライン調査結果を踏まえ設定） 

 関連分野の企業・教育研究機関・行政機関に輩出した修了生・卒業生数 

 修了生・卒業生および VJUに対する企業・教育研究機関・行政機関等からの評価 

 

上位目標は、プロジェクト終了後も VJU が自立的に活動を継続することにより、プロジェク

ト終了後 3 から 5 年後までにベトナム国内を含む東南アジア地域の社会と産業界に貢献する人

材の輩出を目指している。VJU の学生には東南アジア地域からの留学生も含まれることから、

対象をベトナム国内に限定せず東南アジア地域に広げている。上位目標を測定する指標としては、

卒業生の就職先・進学先の広がり及び、就職先・進学先による卒業生に対する評価を設定してい

る。 
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２－４－３ 成果（アウトプット）と活動 

本プロジェクトは、4 つの成果（アウトプット）から構成され、各成果で以下の指標及び活動

が設定された。 

 

成果１：VJU が自立的に修士課程を運営し、学部および博士課程を開設する。 

【修士課程】 

1. 修士課程のプログラム、カリキュラム、シラバスがモニタリングの結果を基に定期的に見

直され、改編・改訂される。 

2. 学資取得率が 80 パーセント以上を維持される。 

3. 各修士プログラムの教員および学生の比率が 1 対 10 以下で維持される。 

 

【学部、博士課程】 

4. 新規開設される学部及び博士課程のカリキュラム、シラバスが公式に承認される。 

5. 学部課程及び博士課程のプログラムが開設される。 

 

成果 1 は VJU の教育活動に関するもので、その対象は修士課程とそれ以外の学部・博士課程

の二つに分けられる。修士課程は TC1 により開設されたが、本プロジェクトでは、適切な教員

を確保したうえで、JICA の協力が終了しても VJU が自立的にそれを運営できることが目標であ

る。活動には、VJU が雇用した常勤教員の本邦研修（日本の大学における OJT）等を通した能

力強化、卒業生やその就業先等からのフィードバックを考慮した教育内容の定期的見直しなどが

計画された。学部・博士課程は新たに開設されるもので、TC1 で修士課程を開設したのと同様

に、教育内容の検討、日本の大学の協力を得たカリキュラム・シラバスの作成が行われる。学部

課程開設の支援については、日本政府による承認をもって実施される。さらに、修士課程同様、

VJU が雇用する常勤教員に対する能力強化が行われる。 

なお、VJU による常勤教員の雇用は本プロジェクトの外部条件であるが、修士課程について

は、教員と学生の比率を適切に保つことが目標とされる。ただし、この指標の「教員」は常勤教

員のみでなく、非常勤教員も含み、その人数は常勤教員相当数（full-time lecturer equivalent）に

より評価されるものである。 
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成果 2：VJU が質の高い研究を持続的に実施できるようになる。 

1. 競争的研究資金の獲得件数、共同研究・受託研究等の件数が増加する。 

2. 研究に従事する教員一人当たりの学術誌への論文掲載数と学会への発表数が増加する。 

3. 知的財産の申請件数が増加する 

 

成果 2 は VJU の研究活動に関するものであり、競争的研究資金の獲得、及び、共同研究・受

託研究、教員一人当たりの論文掲載数・学会発表数、知的財産の申請件数の増加を目指す。これ

らの活動を推進するための情報整備、共同研究実施体制強化、企業や他教育研究機関との連携強

化（成果 3）などを行う。 

 

成果 3：ベトナム国内外の高等教育機関や産業界との連携が強化される 

1. 産業界からの寄付金、奨学金、受託研究、寄付講座の件数、金額が増加する。 

2. 大学、研究機関、企業等との協定（MOU 等）件数が増加する。 

3. ベトナム国内外の高等教育機関、研究機関、企業等との共同研究の件数が増加する。 

4. ベトナム国内外の高等教育機関、研究機関、企業とのシンポジウムやセミナー等、連携

して行う活動に学生および教職員の参加人数が増加する。 

5. 留学生の人数および訪問する学者の人数が増加する。 

6. ベトナム国内外でのインターンシップ実施人数が増加する。 

 

成果 3 は VJU と国内外の高等教育機関、産業界との様々な形の連携の強化を目指し、教育（成

果 1）・研究（成果 2）活動の強化の手段ともなる。連携の形としては、共同研究、受託研究、

留学生受入、学生交流、学術会議等の共同開催、インターンシップ、卒業生のネットワーク作り

などが想定される。TC1 では現地のコンサルタントによるベトナム国内での産学連携可能性調

査を行っており、TC2 ではこの調査結果を基に VJU の産学連携計画が策定され、ベトナム国内

における高等教育機関及び産業界との連携強化を図った活動の実施を予定している。なお、TC1

で確立した日本の大学（幹事大学を始めとした協力大学）との連携は VJU が国際大学たる上で

重要である。TC1 の終了時評価では本プロジェクトの準備・実施における留意事項の一つとし

て「教育・研究活動における VJU と日本の大学との協力分野・内容等を議論するためのコンソ

ーシアムを形成し、後続プロジェクトから適応すること」が挙げられており、その立ち上げ、強

化が必要である 10。 

 

                                                   
10 TC1 では VJU の修士課程に開講される各プログラムは 1 大学またはそれ以上の幹事大学が担当。幹事

大学は JICA との業務実施契約を結び、他大学の協力も得つつ、担当プログラムの実施・運営、カリキュラ

ムとシラバスの作成、教員の派遣、学生のインターンシップ受け入れなどの業務を行った。幹事大学は東

京大学、立命館大学、大阪大学、横浜国立大学、筑波大学、茨城大学、早稲田大学であった。 
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成果 4：VJU の運営管理能力が強化される 

1. 運営管理能力強化として言及された計画が全て策定される。 

2. 教職員及び学生の満足度が上がる。 

 

成果4はVJUの大学運営管理を強化するものである。運営管理を改善するための行動計画の作

成と実施、財務基盤及び人材基盤を強化するための戦略作りなどが行われる。PDMには明示さ

れていないが、TC1の終了時評価で本プロジェクトが留意すべき課題とされた「VJUの特別な性

格により適合させるため、規定・規則を改訂すること」「大学運営についての日本人専門家の知

識とノウハウ、特に日本企業や他の組織とVJUの連携、およびベトナムと日本の大学運営手法の

統合について、ベトナム人職員への段階的な技術移転を行うこと」「学生を増やすための対策と

して、修士プログラム及び大学の認定を通じた教育研究の質の向上並びに実証、学術活動の認知

度の向上、大学ブランディング戦略の実施、募集のための最も有望な学生供給源へのアプローチ

などを行うこと」にも取り組むことが期待される。 

 

２－４－４ 前提条件・外部条件 

前提条件として「ベトナム側により、プロジェクト実施に必要な予算が確保される」ことが挙

げられる。本プロジェクトでは JICA 側の大学運営費用の負担が漸減されるため、ベトナム側の

予算確保は重要な条件と言える。成果レベルの外部条件として、PDM では「ベトナム政府・VNU

等が、学部と大学院プログラムの設立を支持する」「教育・研究活動の実施に必要なキャンパス

及び施設を確保される」「教育および研究活動に必要な質の高いフルタイムの教員や研究者の十

分な人数が雇用される」が挙げられた。このうちキャンパス・施設の確保については、ホアラッ

ク地区に円借款を利用して VJU のキャンパスが建設される計画であるが、ベトナム政府の債務

削減方針の影響で実現が遅れているため、当面は、現在の仮キャンパス（ミーディン）に加えて

VNU がホアラック地区に建設予定のキャンパスの一部を借り受ける計画である。「フルタイムの

教員・研究者の雇用」は、成果 1 と成果 2 の活動に含まれる教員・研究者に対する国内外での

研修を実施するうえで重要な条件である。 
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第３章 プロジェクトの実施妥当性 

３－１ 評価 5 項目の評価結果 

３－１－１ 妥当性 

（１） ベトナム開発計画との整合性 

ベトナム政府は、「社会経済開発 10 年戦略（2011-2020）」において 2020 年までに国の工業

化を推進する計画を明らかにした。そのための人材育成を必要とする同国政府は「人材育成戦略

2011-2020」と「人材育成マスタープラン 2011-2020」を作成し、人材の国際競争力を強化する

ことを目指している。また、「高等教育改革アジェンダ 2006-2020」を通じて、大学の管理能力

と研究能力の強化、並びに、高等教育機関の質的改善と量的拡大を目指している。本プロジェク

トはこれらの政策との整合性が非常に高い。 

SDGs の達成にコミットするベトナム政府は「2030 持続可能な開発アジェンダの実施のため

の国家行動計画」において、「人材、特に高品質の人材の開発」と「科学技術の開発及び応用に

関する研究の強化」を重要な課題に挙げている。 

VJU で開設された修士プログラムの教育研究分野はベトナムの「科学技術開発国家戦略」と

一致するとともに、幅広い学際的知識と特定の専門知識を兼ね備えた高品質の人材に対するベト

ナムのニーズに応えることができる。 

以上から、本プロジェクトはベトナムの政策及び開発ニーズと一致している。 

 

（２） 日本の ODA 政策との整合性 

本事業は、我が国の対ベトナム国国別援助方針（2012 年 12 月）の重点分野「成長と競争力

強化」の一部をなす「産業開発・人材育成支援」に位置付けられるほか、JICA 国別分析ペーパ

ー（2014 年 3 月）でも、高等教育機関への支援や高度人材育成を今後の協力分野として掲げて

おり、本事業はこれら方針・分析に合致する。また、持続的な開発目標（SDGs）の目標 4、8、

911に貢献する案件として位置づけられる。 

 

（３） ニーズとの整合性 

VJU では、TC1 を通じ、学長室会議を中心とする執行部体制の確立、定款の制定、理事会の

発足等、基本的な組織体制が整備された。2016 年には修士 8 プログラムを開講し、ISI／SCOPUS

論文が 60 件投稿されるなど教育・研究の成果も挙がっている。以上から、TC1 の終了時評価で

                                                   
11 目標 4：すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する 

目標 8：包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間

らしい雇用を促進する 

目標 9：強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーション

の推進を図る 
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は有効性が比較的高いと評価された。他方、自立発展性は高いとは言えず、同大学の自立的な運

営を実現するには、さらなる教育・研究実施体制の強化ならびに財政基盤の確立が必要であるこ

とが確認されたことから、教育および研究活動のための能力強化、日本の大学を含む他の高等教

育機関および企業との連携強化、大学の管理能力の強化に焦点を合わせた協力の継続が提言され

た。よって、本プロジェクトは、VJU のニーズと合致している。 

 

（４） 日本の比較優位性 

2010 年 10 月の「アジアにおける平和と繁栄のための戦略的パートナーシップに関する日越

共同声明」によりベトナム政府と日本政府は、両国の協力により高等教育レベルで質の高い人材

育成機関を設立することを表明した。 さらに、2014 年 3 月に両国首相が署名した「アジアの

平和と繁栄のための広範な戦略的パートナーシップの確立に関する日本・ベトナム共同声明」で

は、VJU 設立における両政府の協力を継続することが確認された。よって、本プロジェクトは、

ベトナム政府と日本政府の間に確立された戦略的パートナーシップとの整合性が非常に高い。こ

のように、VJU は日本とベトナムの両国政府の合意のもとで日本の有力大学が協力して立ち上

げた大学であり、日本が継続して協力すべきものである。 

３－１－２ 有効性 

（１） プロジェクト目標 

プロジェクト目標は、「VJU が自立的に修士課程を運営するとともに、学部から大学院にいた

る一貫した質の高い教育・研究・運営の基盤を確立する」ことであり、TC1 により設立された

VJU の組織・人員・財務の基盤をさらに強化することを目指す。教育の質については「留学生

数、卒業/修了率（指標 1）」「就業・進学率（指標 2）」、研究の質については「研究活動の発展計

画の存在（指標 3）」、運営の質については「大学運営管理の PDCA サイクルの確立（指標 4）」

が指標に設定された。指標 1 と指標 2 は、プロジェクト開始後、適切な到達目標を設定する必

要がある。指標 2 では卒業生の追跡調査が必要である。指標 3 と指標 4 については、それぞれ

の指標の達成程度を判断するためのより具体的な目安あるいは判断基準が必要であり、これも、

プロジェクト開始後に検討する必要がある。また、上記のプロジェクト目標には、これらの指標

だけで捉えきれない幅広い側面があることに留意し、例えば、外部機関による大学認定の結果、

運営基盤の重要な一側面である財務基盤の状況など、その達成度の判断には指標以外の情報も考

慮する必要があると考えられる。 

 

（２） 成果及びプロジェクト目標の因果関係 

産学連携の強化（成果 3）は、共同研究や受託研究の増加等を通して研究活動（成果 2）に貢

献するとともに、学生及び卒業生の就業先の獲得等を通じて教育活動（成果 1）にも寄与する。
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特に、TC1 で確立された日本の大学との協力関係は VJU の教育・研究活動の最も重要な発展基

盤と言え、それをどのように発展させ、JICA の支援が終了した場合でもそれを維持できるよう

な形に持って行くのかという課題には十分な配慮が必要である。なお、産学連携の強化は、寄付

金・奨学金等の獲得を通じて大学運営の強化（成果 4）にも通じる。このように、成果 3 は他の

成果の手段としての性格を持つが、プロジェクト目標は教育（成果 1）、研究（成果 2）、運営（成

果 3）が達成できれば達成できると考えられる。 

成果レベルの外部条件のうち「キャンパス・施設の確保」については、当面は、それとは別に

VNU が同地区に建設予定のキャンパスの一部を借り受ける計画であり、VNU との合意内容及び

その実施状況に注意を払う必要がある。「フルタイムの教員・研究者の雇用」は VJU が提供でき

る給与水準にも左右され、TC1 でも十分な人材が確保できたとは言えなかったことから、その

進捗には注意を払う必要がある。以上は本プロジェクトにおいては外部条件であるが、その重要

性に鑑み、プロジェクトとしてもこれらの条件が整うように可能な範囲で協力する必要がある。

また、状況の変化に応じて柔軟なプロジェクト運営ができるように備えておく必要もあると考え

られる。 

３－１－３ 効率性 

本プロジェクトでは、先行プロジェクトなどにより構築された既存の実施体制を用いることに

より効率的な運営が可能となる。TC1 の終了時評価では、日本側・ベトナム側のコミットメン

トを背景とした両国政府、ベトナムの日本大使館、日本の大学（特に幹事大学）、JICA、VJU、

VNU の強い責任感、VNU の強力なバックアップ、VJU 学長のリーダーシップの下で取り組む

VJU 職員（日本の専門家を含む）の熱意、プロジェクト運営スタイルの違いを克服するための

ベトナム側と日本側の相互理解と柔軟性、2 名の副学長、各プログラムのディレクター、および

運営部門の責任者が VJU の開設当時から継続的に就任していたことなどが活動の円滑な実施の

背景にあったことが指摘された。本プロジェクトでもこれらが維持されることが期待される。 

他方、TC1 では新しい国際大学をゼロから立ち上げるために必要な人的・財政的資源の投入

量が非常に大きく、修士学科の学生数が多くなかったこともあり、VJU 開設後 3 年間の教育の

効率性は高いとは言えなかった。よって、本プロジェクトでは学部生も含む十分な学生数の確保

12、収益事業の実施や外部からの寄付金・奨学金等の獲得による VJU の独自財源確保に努める

とともに、協力終了後の財務的持続性も見通しつつ、JICA 側の投入を抑制することが必要であ

ろう。 

３－１－４ インパクト 

上位目標となる「VJU が輩出する高度人材がベトナムおよび東南アジア地域の社会および産

                                                   
12 TC1 の終了時評価では、VJU 修士課程の学生を増やすための対策として、「修士プログラム及び大学の

認定を通じた教育研究の質の向上並びに実証、学術活動の認知度の向上、大学ブランディング戦略の実施、

募集のための最も有望な学生供給源へのアプローチ」などが提案された。 
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業界の発展に貢献する」については、本プロジェクトを通じて VJU が質の高い教育・研究を継

続できるようになり、国内外で高い評価を得られるようになれば、達成可能であると考えられる。

TC1 の終了時評価では、修士課程の第 1 期、第 2 期の卒業生にベトナム政府省庁、高等教育機

関、日本、ベトナムまたはその他の国の大手企業で安定した仕事を得た、または元の職場に戻っ

た者が一定数の含まれることが確認され、VJU が修士プログラムの卒業生を継続的に輩出でき

れば、卒業生が社会において積極的な役割を果たすという TC1 の上位目標は達成可能と判断さ

れた。 

３－１－５ 持続性 

（１）政策・制度面 

政策面においては、既述のとおり、本プロジェクトはベトナムの政策及び開発ニーズと一致し、

ベトナム政府がコミットする 2030年を目標としたSDGsの方向性とも一致している。また、TC1

の終了時評価では VJU の組織・制度面の自立発展性は高いと判断された 13。 

 

（２）財政面 

TC1 の終了時評価では、VJU が日本人学生向けのサマープログラム、ベトナムの有力な教授

や政治指導者による日本企業向けのエグゼクティブセミナー、日本人ビジネスマン向けのインタ

ーンシップなどのサービス業務を通じて収益の増加に取り組んでいること、VNU を通じて継続

的に提供される政府予算は比較的手厚く、VNU が財政的な独立性を獲得するために役立ったこ

とを指摘しつつも、以下のように、VJU の財政的独立を達成には、ベトナム政府による特別財

政措置の実施及びプロジェクト終了後も JICA の継続的な支援が必要であると分析した。 

 

VJU の主要な独自収入源は、政府予算（補助金）と学業収入、つまり授業料、受験費、入学

金である。しかし、修士課程の学生数の大きな増加が見込めないことから、今後、修士課程によ

る学費収入の大幅な増加を期待することは難しい。他方、政府予算の額は学部学生数の増加に応

じて増加するため、VJU が堅実な財政基盤を確立するためには、一定規模の学士課程を持つこ

とが不可欠である。VJU は、日本研究に関する学部プログラムを 2020 年度に開始する準備を進

めて、学部開設に向けた第一歩を踏み出そうとしているが、他の学部プログラムを含め本格的な

学士課程の開設のためには、ホアラックの新キャンパスの建設を実現する必要がある。また、

VJU の財務的自立性を高めるため、VJU にはベトナム政府からの特別な補助金（特別財政措置）

                                                   
13 TC1 の終了時評価は次のように分析した：VJU は首相に承認された憲章及びベトナムの関連法制度に沿

って設立されたものであり、教育機関としての VJU の組織的側面の持続性に大きな懸念はない。 大学運

営に関する政策や法律に変更があった場合、設立されたばかりでまだ強固な基盤を持たない VJU は、その

ような変更から大きな影響を受ける可能性がある。しかし、この点に関しては、VJU がベトナムの他の国

際大学のような独立した大学としてではなく、VNU 傘下の大学の 1 つとして設立されたことが、その迅速

な立ち上げと運営の安定に大きく貢献していることを指摘できる。 
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が与えられることが、ベトナム政府内で検討されている。 

 

本プロジェクトでは安定した学業収入につながる学士課程も含めた学生数の確保、外部からの

寄付金・奨学金や研究資金の確保、各種サービス業務の拡大などにより VJU の財源強化に取り

組むとともに、JICA 側からの運営予算投入額を抑制することにより、ベトナム側の自助努力を

さらに促す計画である。しかしながら、終了時評価が指摘した上述の問題の構図を大きく変える

ことは本プロジェクトの範囲を超える。よって、円借款を利用したホアラックの新キャンパス建

設及びベトナム政府の特別財政措置の実現については、本プロジェクトの持続性に大きく影響す

るリスク要因として、十分な注意を払う必要がある。 

 

（３） 技術面 

本プロジェクトを通じて教員の教育・研究能力の強化が図られる。TC1 を通じて確立された

日本の大学との関係を維持することは、VJU の継続的な発展に不可欠であり、本プロジェクト

でもその継続・発展が期待される。本プロジェクトでは大学運営管理能力の強化も図られるが、

日本企業や日本の大学との連携に関連する作業については、これらの部門の JICA 専門家が離任

するまでに十分な引継ぎを実施する必要がある。 

 

３－２ 結論 

評価 5 項目の観点から総合的に判断した結果、本プロジェクト実施の妥当性は高いと判断さ

れる。ベトナムの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、また、計画の

適切性が認められることから、実施の意義は高い。TC1 の経験をベースに効率的な実施が期待

されるが、有効性を確保するためには、常勤教員の雇用、キャンパスの確保が不可欠である。ま

た、VJU が十分な持続性を確保して所期のインパクトを実現するためには、日本の大学との関

係の維持、及び、安定した財政基盤の確保という課題に取り組むことが必要である。 

 

３－３ 貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

日本政府において 2016 年 5 月に策定された「女性活躍推進のための開発戦略」において、重

点分野として「科学技術イノベーションを支える女性理工系人材の育成」が打ち出されている。

今後の調査や活動において、論文数（男女別）や、女性研究者がリーダーとなった研究室の成果

など、情報収集・分析をする。 

他方、本プロジェクトは、「JICA 環境社会配慮ガイドライン」に掲げる環境や社会への望まし

くない影響が最小限かあるいはほとんどないと考えられる協力事業に相当するため、環境レビュ

ーの対象には該当しない。 
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３－４ 過去の類似案件からの教訓の活用 

（１）類似案件の評価結果 

大学新設案件である技術協力「エジプト日本科学技術大学設立プロジェクト フェーズ 1

（2008 年～2014 年）」においては、各専攻につき一つの本邦大学が専攻幹事大学となり、専攻

運営に責任を持って担当した。この手法は効率的・効果的な支援にとって大変有益とされた一方、

学生の研究内容や相手国のニーズに即した教育内容の提供のためには、専攻幹事大学のみのリソ

ースにとどまらず他大学からの支援、各本邦大学が自前予算で実施する事業（共同研究等）、産

業界からの奨学金、共同研究等連携した支援を行うことが肝要であると提言されている。 

 

（２）本事業への教訓（活用） 

TC1 では、プログラム毎の調整役としての幹事大学を本邦大学の中から定めつつ、VNU やベ

トナムの他大学との連携関係がある本邦大学の参画も得る形で協力を実施した。TC2 では、シ

ンポジウムや学会等の場で VJU の研究成果を積極的に発信し、ベトナム国内や本邦の他大学・

研究機関と共同研究を実施することを促進する。 

 

３－５ 今後の評価計画                                    

事業開始後ベースライン調査を実施し、6 か月以内を目安に目標値を設定する。プロジェクト

終了後 5 年で事後評価を実施する計画とする。 
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付属資料 

1. ミニッツ（M/M） 

2. プロジェクト・デザイン・マトリクス（PDM） 

3. 実施計画（PO） 

4. 討議議事録（R/D） 
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